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諮問書 

 
老人保健法（昭和 57年法律第 80号）第 46条の 2第 5項及び第 46条の 8第 6項の規

定に基づき、老人保健施設療養費の額並びに老人保健施設の設備及び運営に関する基準（施

設療養の取扱いに関する部分に限る。）を別紙 1及び別紙 2により定め、昭和 63年 4月 1
日から実施することについて、貴会の意見を求めます。 
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老人保健施設療養費の額（案） 

 
老人保健施設療養費の額は、別表により算定した額とする。 

別表 
老人保健施設療養費額算定表 （略） 

通則 
1 老人保健施設の入所者に係る老人保健施設療養費の額は、第 1 の 1 により算定される
額に第 1の 2及び 3により算定される額を加えた額とする。ただし、月の途中で老人保
健施設に入所し又は退所した入所者に係る当該月の分の老人保健施設療養費の額は、次

の算定により算定した額（その額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てた額）とする。第 1の 1（注 3を除く。）により算定される額×当該月の入所日数/30
＋第 1の 1の注 3により加算される額＋第 1の 2及び 3により算定される額 

2 老人保健施設の適所者に係る老人保健施設療養費の額は、第 2に掲げる額とする。 
第 1 入所者施設療養費 

1 入所者基本施設療養費 1月につき 210，000円 



注 1 入所者に対して、施設療養を行ったときに算定する。 
2 別に厚生大臣が定める施設基準に適合していると都道府県知事が認める老人保健
施設において、寝たきりの状態にない痴呆性老人である入所者に対して、施設療養

を行った場合に、所定額に 1月につき 15,000円を加算する。 
3 入所の日から起算して 14 日以内に退所し、家庭において療養する者については、
退所したときに、1，000円に当該退所した者の入所日数を乗じて得た額を加算する。 

4 老人保健施設がみだりに往診を求め、又は通院させた場合における当該入所者に
ついては、別に厚生大臣が定めるところにより算定する。 

2 退所時施設療養費 
入所期間が 14 日を越える入所者が退所し、家庭において療養を継続する場合にお
いて、次に掲げる施設療養を行ったときに算定する。 
イ 退所時情報提供  4,600円 
注 入所者の退所時に、病院又は診療所（当該老人保健施設と同一敷地内にある病

院又は診療所その他これに準ずる病院又は診療所を除く。）に対して、当該退所す

る者の同意を得て、診療状況を示す文書を添えて当該退所する者の紹介を行った

場合に、退所する者 1人につき 1回に限り算定する。 
ロ 退所時指導  3,200円 
注 入所者の退所時に、当該退所する者及びその家族に対して退所後の療養上の指

導を行った場合に算定する。 
3 緊急時施設療養費 
入所者の病状が著しく変化した際に緊急その他やむを得ない事情により行われる次

に掲げる施設療養につき算定する。 
イ 緊急時治療管理  1日につき 3,000円 
注 1 入所者の病状が重篤となり救命救急医療が必要となる場合において緊急的な

治療管理としての投薬、検査、注射、処置等を行った場合に算定する。 
2 緊急時治療管理が行われた場合に 3日を限度として算定する。 
3 同一の入所者について 1月に 1回を限度として算定するものとする。 

ロ 特定治療 
老人保健法の規定による医療に要する費用の額の算定に関する基準（昭和 58年 1
月厚生省告示第 15号）別表第三老人診療報酬点数表（乙）（以下「老人診療報酬点
数表」（乙）という。）第 1 章において、老人保健法第 25 条第 3 項に規定する保健
医療機関等が行った場合に点数が算定する処置、理学療法、手術、麻酔又は放射治

療（別記に掲げるものを除く。）を行った場合に、当該診療に係る老人診療報酬点数

表（乙）第 1章に定める点数に 10円を乗じて得た額を算定する。 
第 2 老人保健施設デイ・ケア施設療養費 1日につき 3,200円 

注 適所者に対し老人保健施設デイ・ケアによる施設療養を行ったときに算定する。 
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老人保健施設の設備及び運営に関する基準 

（施設療養の取扱いに関する部分に限る。）（案） 

 
1．入退所 
① 老人保健施設は、その身体の状態及び病状に照らし施設療養の提供が必要であると

認められる入所申込者を老人保健施設に入所させるものとする。 
② 老人保健施設は、入所申込者が必要とする介護の程度が重いことをもって入所を拒

んではならない。 
③ 老人保健施設は、入所申込者の入所に際しては、その者の病歴、家庭状況等の把握

に努めなければならない。 
④ 老人保健施設は、入所申込者の病状が重いため老人保健施設への入所が不適当であ

ると認めた場合には、適当な病院又は診療所を紹介しなければならない。 
⑤ 老人保健施設は、入所者の身体の状態及び病状に照らし、定期に入所の継続の良否

を判断しなければならない。 
⑥ 老人保健施設は、入所者の退所に際しては、本人又はその家族に対する適切な指導

を行うとともに、退所後の担当医師に対する情報の提供、老人保健施設デイ・ケアに

よるサービスの提供及び保健サービス又は福祉サービスを提供する者との連携に努

めなければならない。 
⑦ 老人保健施設は、入退所の判定に当たっては、医師、看護婦、相談指導員等の協議

により対応するよう努めなければならない。 
⑧ ①から③まで、⑤及び⑦の規定は、適所申込者及び適所者について準用する。 

2．受給資格の確認 
老人保健施設は、老人保健施設療養費に係る施設療養を受けることを求められた場合

には、その者の提示する健康手帳によって老人保健施設療養費に係る施設療養を受ける

資格があることを確かめなければならない。 
3．施設療養の記録の記載 

老人保健施設は、入所者等に対して行った老人保健施設療養費に係る施設療養費に関

し、その者の健康手帳の医療の記録に係るページに必要な事項を記載しなければならな

い。 
4．文書の交付 

老人保健施設は、老人保健施設療養費に係る施設療養を受けている入所者を老人保健

法（昭和 57年法律第 80号。以下「法」という。）第 25条第 3項に規定する保健医療機
関等又は法 31 条の 2 項第 1 項に規定する特定承認保健医療機関等に通院させ、法の規
定による医療又は特定療養費に係る療養（歯科に係るものを除く。）を受けさせる場合



には、当該入所者が当該老人保健施設の入所者であることを示す文書を当該入所者に対

し交付しなければならない。 
5．通知 

老人保健施設は、老人保健施設療養費に係る施設療養を受けている入所者等が次のい

ずれかに該当する場合には、遅退なく意見を付してその旨を当該入所者等の居住地を管

轄する市町村長（特別区の区長を含む）に通知しなければならない。 
イ 退所が可能と認められたとき。 
ロ 闘争、泥酔又は著しい不行跡によって疾病にかかり、又は負傷したと認められたと

き。 
ハ 正当な理由なしに施設療養に関する指示に従わないとき。 
ニ 偽りその他不正の行為によって老人保健施設療養費の支給を受け、又は受けようと

したとき。 
6．施設療養は、寝たきり老人等のも身の特性を踏まえて、入所者等の療養上妥当適切に
行われなければならない。特に、療養上の目標を設定し、漫然かつ画一的なものとなら

ないよう配意して行わなければならない。 
7．診療の方針 

医師の診療の方針は、次に掲げるところによるものとする。 
イ 診療は、一般に医師として診療の必要があると認められる疾病又は負傷に対して、

的確な診断をもととし、療養上妥当適切に行う。 
ロ 診療に当たっては、懇切丁寧を旨とし、療養上必要な事項は理解しやすいように

指導を行う。 
ハ 診療に当たっては、常に医学の立場を堅持して、入所者等の心身の状態を観察し、

老人の心理が健康に及ぼす影響を十分配慮して、心理的な効果をもあげることができ

るよう適切な指導を行う。 
ニ 常に入所者等の病状及び心身の状態並びに日常生活及び家庭環境の的確な把握に

努め、本人又はその家族等に対し、適切な指導を行う。 
ホ 検査、投薬、注射、処置等は、入所者等の病状に照らし妥当適切に行う。 
へ 特殊な療法又は新しい療法等については、別に厚生大臣が定めるもののほか行って

はならない。 
ト 別に厚生大臣が定める医薬品以外の医薬品を入所者等に施用し、又は処方してはな

らない。 
8．必要な医療の提供が困難な場合の措置等 
① 老人保健施設の医師は、入所者の病状からみて当該老人保健施設において自ら必要

な医療を提供することが困難であると認めたときは、協力病院その他適当な病院若し

くは診療所への収容のための措置を講じ、又は他の医師の対診を求める等診療につい

て適切な措置を講じなければならない。 



② 老人保健施設の医師は、みだりに入所者のために往診を求め、又は入所者を病院若

しくは診療所に通院させてはならない。 
③ 老人保健施設の医師は、入所者のために往診を求め、又は入所者を病院若しくは診

療所に通院させる場合には、当該病院又は診療所の医師に対し、当該入所者の診療状

況に関する情報の提供を行わなければならない。 
④ 老人保健施設の医師は、入所者が往診を受けた医師又は入所者が通院した病院若し

くは診療所の医師から当該入所者の療養上必要な情報の提供を受けるものとし、その

情報により適切な診療を行わなければならない。 
9．機能訓練 

機能訓練は、入所者等のも身の諸機能の改善又は維持を図るため、計画的に行わなけ

ればならない。 
10．看護及び介護は、入所者等の病状、心身の状態等に応じ適切に行うとともに、その日
常生活の充実に資するよう行わなければならない。 

11．食事等 
① 入所者等の食事は、栄養並びに入所者等の身体の状態、病状及び嗜好を考慮したも

のとするとともに、適切な時間に行われなければならない。 
② 老人保健施設は、1 週間に 2 回以上、入所者を入浴させ、又は清拭しなければなら
ない。 

③ 老人保健施設は、おむつを使用しなければならない入所者等のおむつを適切に取り

替えなければならない。 


